
令和５年度　　

国民健康保険料率 （案）

資料１



１．保　　険　　料　　需　　要　　額

（単位:円)

予算額
基盤安定額
（軽減分）

収納率(見込) 保険料需要額

496,079,000 80,716,000 626,951,087 １－①

255,873,000 39,813,000 321,397,826 １－②

80,452,000 12,755,000 101,311,957 １－③

832,404,000 133,284,000 1,049,660,870 １－④

２．保　　険　　料　　按　　分　　率

（単位:円)

所得割 均等割 平等割

50% 32% 18%

313,475,543 200,624,348 112,851,196

160,698,913 102,847,304 57,851,609

50,655,979 32,419,826 18,236,152

３．被保険者数・世帯数

令和5年度
賦課期日時点

令和4年度
賦課期日時点

増減

9,626人 9,568人 58人

6,294世帯 6,201世帯 93世帯

3,043人 3,032人 11人

2,599世帯 2,606世帯 △7世帯

医療分

後期高齢者
支援金分

介護分

被保険者数

世帯数

被保険者数

世帯数

介護分

医療分

後期高齢者支援金分

介護分

合計

92.0%

条例上

医療分

後期高齢者支援金分
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令和５年度 料率（案）

所得割率 均等割額 平等割額

4.80% 20,900円 19,000円

前年比 △0.10㌽ 0円 △500円

2.60% 10,700円 9,800円

前年比 0.00㌽ 400円 200円

2.20% 10,700円 7,300円

前年比 △0.20㌽ △300円 0円

令和４年度 料率

所得割率 均等割額 平等割額

4.90% 20,900円 19,500円

2.60% 10,300円 9,600円

2.40% 11,000円 7,300円

令和５年度標準保険料率

所得割率 均等割額 平等割額

5.94% 27,510円 25,054円

2.53% 10,889円 9,917円

2.35% 12,047円 7,972円

支援分

介護分

介護分

４．料　　率　　（案）　　比　　較

後期高齢者支援金分

介護分

医療分

医療分

支援分

医療分
４－① ４－② ４－③

４－④ ４－⑤ ４－⑥

４－⑦ ４－⑧ ４－⑨
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 ５．料率の決め方の基本的な仕組み

「医療分の算出イメージ」

「支援金分の算出イメージ」

「介護分の算出イメージ」

「収納見込額と需要額の比較」

7,313,690,334円 4.80% 351,057,136円

加入者の所得総額
×

所得割の料率　４－①
＝

所得割の総額

351,057,136円 37,581,166円 313,475,970円
所得割の総額

－
限度超過額

＝
所得割の収納見込額(ア)

9,626人 20,900円 201,183,400円
被保険者数

×
均等割の金額　４－②

＝
均等割の収納見込額(イ)

6,294世帯 19,000円 119,586,000円
加入世帯数

×
平等割の金額　４－③

＝
平等割の総額

119,586,000円 2,280,950円 117,305,050円

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額 ＝

平等割の収納見込額(ウ)

加入者の所得総額
×

所得割の料率　４－④
＝

所得割の総額
7,313,690,334円 2.60% 190,155,949円

被保険者数
×

均等割の金額　４－⑤
＝

均等割の収納見込額(オ)
9,626人 10,700円 102,998,200円

所得割の総額
－

限度超過額
＝

所得割の収納見込額(エ)
190,155,949円 28,690,789円 161,465,160円

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額 ＝

平等割の収納見込額(カ)

61,681,200円 1,176,490円 60,504,710円

加入世帯数
×

平等割の金額　４－⑥
＝

平等割の総額

6,294世帯 9,800円 61,681,200円

3,019,907,026円 2.20% 66,437,955円
加入者の所得総額

×
所得割の料率　４－⑦

＝
所得割の総額

66,437,955円 13,065,208円 53,372,747円
所得割の総額

－
限度超過額

＝
所得割の収納見込額(キ)

3,043人 10,700円 32,560,100円
被保険者数

×
均等割の金額　４－⑧

＝
均等割の収納見込額(ク)

2,599世帯 7,300円 18,972,700円
加入世帯数

×
平等割の金額　４－⑨

＝
平等割の総額

18,972,700円 0円 18,972,700円

平等割の総額
－

特定世帯(※)に関する
軽減額 ＝

平等割の収納見込額(ケ)

保険料収納見込額（医療分）（ア）+（イ）+（ウ）
＞

保険料需要額（医療分）　１－①
631,964,420円 626,951,087円

保険料収納見込額（支援金分）（エ）+（オ）+（カ）
＞

保険料需要額（支援金分）　１－②
324,968,070円 321,397,826円

　　　※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療制度に該当して
　　　　　　　　　　　移行したために、国民健康保険の加入者が１人になってしまった世帯

保険料収納見込額（介護分）（キ）+（ク）+（ケ）
＞

保険料需要額（介護分）　１－③
104,905,547円 101,311,957円

保険料収納見込額（合計）
＞

保険料需要額（合計）　１－④
1,061,838,036円 1,049,660,870円

 -3-



令和5年度

給与収入 3,700,000円 医療分 202,920円

給与所得 2,520,000円 支援金分 106,940円

世帯人数 4人 介護分 74,680円 前年比

（介護該当） 2人 合計 384,540円 △ 5,570円

令和5年度

給与収入 3,700,000円 医療分 182,020円

給与所得 2,520,000円 支援金分 96,240円

世帯人数 4人 介護分 0円 前年比

未就学児 2人 合計 278,260円 △ 1,190円

令和5年度

給与収入 2,090,000円 医療分 94,310円

給与所得 1,381,600円 支援金分 49,700円

世帯人数 2人 介護分 35,330円 前年比

（介護該当） 1人 合計 179,340円 △ 2,690円

令和5年度

給与収入 970,000円 医療分 11,970円

給与所得 420,000円 支援金分 6,150円

世帯人数 1人 介護分 5,400円 前年比

（介護該当） 1人 合計 23,520円 △ 60円

105,140円

国民健康保険料試算（ケース別）

ケース１：４人世帯（夫婦40歳以上、小学生２人）　妻子は扶養

令和4年度

205,510円

390,110円

ケース２：４人世帯（夫婦39歳以下、未就学児２人）　妻子は扶養

令和4年度

184,610円

94,840円

5,490円

23,580円

参考資料１

37,470円

182,030円

ケース４：１人世帯　７割軽減該当

令和4年度

12,120円

5,970円

0円

279,450円

ケース３：２人世帯（夫婦）　２割軽減該当

令和4年度

95,660円

48,900円

79,460円
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(歳入） （歳出）

3,330,011,000円 保険給付費 3,300,946,000円

基盤安定繰入金（支援分） 72,381,000円 事業費納付金 1,362,515,000円

基盤安定繰入金
（未就学児分）

2,593,000円 保健事業費 58,903,000円

職員給与費等繰入金 90,020,000円 その他歳出 100,210,000円

出産育児一時金繰入金 13,333,000円 計（b） 4,822,574,000円

財政安定化支援事業繰入金 13,753,000円

その他繰入金 25,739,000円

260,000,000円

49,056,000円

3,856,886,000円

965,688,000円

医療分 576,795,000円

支援金分 295,686,000円

介護分 93,207,000円

参考資料２

保険料算定基礎額の求め方

県支出金

一般会計
繰入金

基金繰入金

その他歳入

計（a）

保険料算定基礎額（b-a）

内訳
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